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文部科学省初等中等教育局教職員課 

 

 

教員免許更新制における免許状更新講習の受講及び円滑な手続 

等について（事務連絡） 

 

 

教員免許更新制について、本年度は、旧免許状（平成２１年３月末日までに授与さ

れた普通免許状及び特別免許状）所持者のうち、平成２９年３月末日に修了確認期限

を迎える者（「第７グループ」等）及び平成３０年３月末日に修了確認期限を迎える

者（「第８グループ」等）が、免許状更新講習を受講し、更新講習修了確認を受ける

期間に該当しています。 

また、新免許状（平成２１年４月１日以降に初めて授与された普通免許状及び特別

免許状）所持者については、本年度は、有効期間の満了の日が平成２９年３月３１日

である者及び平成３０年３月３１日である者が、免許状更新講習を受講し有効期間を

更新する期間に該当しています。 

つきましては、以下の各事項について今一度御確認いただくとともに、各都道府県

教育委員会におかれては域内の市区町村教育委員会及び所管の学校その他の教育機関

に対し、また、各指定都市・中核市におかれては域内の保育所等に対し、また、各指

定都市・中核市教育委員会におかれては所管の学校その他の教育機関に対し、また、

各都道府県知事部局（私学担当）におかれては幼稚園を含む所轄の学校及び学校法人

等に対し、また、各構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた地方公共団体

及び各構造改革特別区域法第１９条第１項の認定を受けた市町村の教育委員会におか

れては域内の学校設置会社に対し、また、附属学校を置く各国立大学法人におかれて

はその管下の学校に対し、また、各都道府県知事部局（認定こども園担当）におかれ



ては域内の認定こども園に対し、周知方よろしくお願いいたします。 

 

 

１．免許状更新講習の開設状況について 

平成２８年度の免許状更新講習の開設数については、６月１６日付の第６回認定

までに、講習数・受入予定人数ともに昨年度と同程度となり、全国的に見れば、お

おむね必要な規模の講習が開設されることとなっています。 

（参照：平成２８年度免許状更新講習の一覧 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/koushin/004/1365796.htm） 

平成２８年度から導入された選択必修領域の講習についても、必修領域講習と同

程度以上の受入予定人数が確保されています。 

しかし、地域によっては開設状況に差異があるため、希望する地域で講習を受講

することが困難な状況が起こる可能性もあります。 

このため、免許状更新講習の受講対象者に対して、希望する地域での受講が困難

な場合にも他地域や通信制で受講可能な講習を探すよう案内するなど、適切な情報

提供等に努めていただきますようお願いいたします。 

 

２．免許状更新講習の受講及び更新講習修了確認等に係る手続の進捗状況の把握につ

いて（別添１－１、１－２、２） 

第７グループの旧免許状所持者のうち、国公私立の幼稚園・小学校・中学校・義

務教育学校・高等学校・中等教育学校・特別支援学校及び幼保連携型認定こども園

の現職教員（非常勤講師や臨時的任用の教員等を含む。）は、修了確認期限の２か

月前（平成２９年１月３１日）までに、免許状更新講習を受講し、修了するととも

に、自ら、免許管理者である都道府県教育委員会に対し、更新講習修了確認を受け

るための申請を行うことが義務付けられています。免許状更新講習を修了しない場

合はもとより、免許状更新講習を修了しても、更新講習修了確認を受けるための申

請を怠った場合にも、免許状が失効します。 

また、有効期間の満了の日が平成２９年３月３１日である新免許状所持者も同様

に、有効期間の満了の日の２か月前（平成２９年１月３１日）までに、免許状更新

講習を受講・修了し、都道府県教育委員会に対して有効期間の更新申請を行わない

場合、免許状が失効します。 

校長（園長）や副校長（副園長）等の指導的立場にある者については、免許状更

新講習の受講義務がありますが、これらの者については、教育職員免許法施行規則

（昭和２９年文部省令第２６号。以下「免許法施行規則」という。）第６１条の４

又は平成２０年改正省令附則第１０条第１項に基づき、講習の受講免除を申請する

ことができます。受講免除の申請は、修了確認期限（又は有効期間の満了の日）の

２か月前までに、免許管理者に対して行う必要があり、申請期限までに受講免除の

申請を行わず、かつ、免許状更新講習を受講・修了しなかった場合には、免許状は

失効します。 



各都道府県教育委員会、各指定都市・中核市教育委員会、各都道府県知事部局（私

学担当）、各構造改革特別区域法第１２条第１項の認定を受けた地方公共団体、各

構造改革特別区域法第１９条第１項の認定を受けた市区町村の教育委員会、附属学

校を置く各国立大学法人、各都道府県知事部局（認定こども園担当）（以下「各都

道府県教育委員会等」という。）におかれては、所管の学校、認定こども園、学校

法人及び学校設置会社等に対し、現職の教育職員、将来教育職員となる可能性のあ

る者及び校長（園長）等の管理職に対して改めて当該制度の周知に努めていただく

とともに、免許状更新講習の受講及び更新講習修了確認（又は有効期間更新申請）

手続の進捗状況の把握を適切に行うよう指導いただく等、意図せず失効する者が生

じることのないように努めていただきますようお願いいたします。 

また、万一、現職教員が、適切な手続を行わず教員免許状を失効させていたこと

が後から発覚した場合、速やかに状況を是正するとともに、文部科学省に御一報い

ただきますようお願いいたします。 

 

３．栄養教諭免許状所持者の受講について（別添３－１、３－２） 

旧免許状所持者のうち、平成２１年３月末日までに授与された栄養教諭免許状を

所持する者（栄養教諭の職にない方も含む。）の修了確認期限は、栄養教諭免許状

の授与日によって設定されています。 

本年度は、平成１８年４月１日～平成２０年３月３１日の間に栄養教諭免許状を

授与された方が、免許状更新講習を受講し、更新講習修了確認を受ける期間に該当

しています。 

各都道府県教育委員会等におかれては、所管の学校、認定こども園、学校法人及

び学校設置会社等に対し、栄養教諭免許状所持者を把握するとともに、対象者に免

許状更新講習の受講及び更新講習修了確認申請を促すよう指導・助言いただきます

ようお願いします。また、必要に応じて、地元の大学等に対し、栄養教諭を対象と

した免許状更新講習の開設を働きかけるなど、受講機会の確保についても御配慮い

ただきますようお願いいたします。 

 

４．教員採用時の留意事項について（別添２） 

旧免許状所持者で、修了確認期限時点で現職教員でない者は、修了確認期限が経

過した後も免許状は失効しませんが、修了確認期限経過後に教育職員になる場合に

は、学校（園）へ採用される前に、免許状更新講習の受講・修了及び免許管理者の

修了確認を受けなければなりません（教育職員免許法附則（平成１９年法律第９８

号）第２条第７項）。 

また、新免許状は、各免許状に有効期間の満了日が記載されており、有効期間の

満了日の２か月前までに、免許状更新講習の受講・修了と、有効期間の更新を行う

ための免許管理者への申請が必要です。 

修了確認を受けずに修了確認期限を経過した旧免許状所持者及び有効期間が経過

した新免許状を所持する者については、教育職員として採用することはできません。



それにも関わらず、最近、新たに採用した教員が、有効な免許状を所持していなか

ったことが後から発覚した、という事例が数多く報告されています。有効な免許状

を有していない者を教員として採用した場合、行われた授業の補習等により児童・

生徒に多大な負担をかけることになるほか、保護者や地域、社会からの学校への信

頼が損なわれるなど、教育現場に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

各都道府県教育委員会等におかれては、新たに教員を採用するにあたり、旧免許

状所持者についてはその者の修了確認期限を、新免許状所持者については当該者が

所持する教員免許状の有効期間の満了日を必ず確認し、教員免許状が有効であるこ

との確認を徹底していただきますようお願いします。また、所管の学校、認定こど

も園、学校法人及び学校設置会社等で独自に教員を採用する際にも同様の確認が徹

底されるよう指導・助言いただきますようお願いいたします。 

万一、有効な免許状を所持していない者を教員として採用したことが発覚した場

合は、速やかに状況を是正するとともに、文部科学省に御一報いただきますようお

願いいたします。 

 

５．保育教諭における教員免許更新制の取扱いについて（別添４－１、４－２） 

平成２５年８月８日付け２５文科初第５９２号「教育職員免許法施行規則の一部

を改正する省令等の公布及び施行について（通知）」において連絡しましたとおり、

「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律の一部

を改正する法律（平成２４年法律第６６号。平成２７年４月１日施行。以下「改正

認定こども園法」という。）」において、学校及び児童福祉施設としての法的位置

付けを持つ単一の施設として、新たに「幼保連携型認定こども園」が創設され、そ

の中心職員である「保育教諭等（主幹保育教諭、指導保育教諭、保育教諭又は講師

（保育教諭に準ずる職務に従事する者に限る。）」は、「幼稚園教諭免許状」と「保

育士資格」の両方の免許・資格を有することが原則とされています。 

ただし、改正認定こども園法の施行後５年間（平成２７年４月１日～平成３２年

３月３１日）は、幼稚園教諭の普通免許状、保育士の登録のいずれかの免許・資格

を持つ者は、保育教諭等になることができるという経過措置が設けられています（改

正認定こども園法附則第５条）が、これらの者については、経過措置が終了するま

でに、もう一方の免許・資格を取得する必要があります。そのため、経過措置期間

中に、保育所又は幼稚園における勤務経験を評価することにより、もう一方の免許

・資格取得に必要な単位数等を軽減する特例を設け、免許・資格の併有を促進して

おります。 

（参照：幼稚園教諭の普通免許状に係る所要資格の期限付き特例 

http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoin/1339596.htm） 

各都道府県教育委員会等におかれては、所管の幼稚園、認定こども園、学校法人

及び学校設置会社等に対し、上記のホームページも参考に制度の趣旨を周知いただ

くとともに、いずれか一方の免許・資格のみを有して保育教諭等となった者に対し

て、経過措置期間中に速やかにもう一方の免許・資格を取得するよう御指導いただ



きますようお願いいたします。 

また、両方の免許・資格を有して保育教諭等となった者については、旧免許状所

持者の修了確認期限又は新免許状の有効期間の満了日までに、免許状更新講習の受

講・修了及び免許管理者への手続を行わなかった場合、修了確認期限及び有効期間

の満了日の経過をもって幼稚園教諭免許状は失効することとなります。この場合、

更に「改正認定こども園法」に規定する５年間の経過措置期間の終了後は保育教諭

等としての資格を欠くこととなり、教育職員としての身分を失うこととなります。 

旧免許状所持者の修了確認期限又は新免許状の有効期間の満了日を既に経過し、

保育士の登録を行うことにより保育教諭等となった者については、経過措置期間が

終了する前までに旧免許状の有効性の回復又は新免許状の再取得の手続を行わない

場合、経過措置期間の終了後は保育教諭等を失職することとなります。 

各都道府県教育委員会等におかれては、所管の幼稚園、認定こども園、学校法人

及び学校設置会社等に対し、制度の趣旨を周知いただくとともに、経過措置期間の

終了間際である平成３１年度には、講習の受講希望が集中することが予想されるこ

とも踏まえ、所属する保育教諭又は保育教諭になる可能性のある者に対して、免許

状更新講習の受講期間を確認の上、当該期間のできるだけ早い段階から講習を受講

するよう指導いただくなど、計画的な免許状更新講習の受講を促していただきます

よう、注意喚起等お願いいたします。 

 

６．現職教員でない教員免許状所持者への情報提供について 

教員免許更新制は、主に学校教育法第１条に定める幼稚園・小学校・中学校・義

務教育学校・高等学校・中等教育学校・特別支援学校及び幼保連携型認定こども園

に勤務する現職教員（臨時講師、非常勤講師を含む。）を対象としていますが、現

在、現職の教員でない者についても、将来的に教職に就くことを希望する等により、

今後教員免許状を更新する必要があると見込まれる者が相当数存在していると想定

されます。各都道府県教育委員会等におかれては、これらの者に対しても、問合せ

があった等の際には、教員免許更新制に関する情報が適切に提供されるよう、御配

慮いただきますようお願いいたします。 

また、上述の平成２５年８月８日付け２５文科初第５９２号「教育職員免許法施

行規則の一部を改正する省令等の公布及び施行について（通知）」において連絡し

ましたとおり、認可保育所の保育士で幼稚園教諭免許状を所持する者も免許状更新

講習を受講できるよう受講資格が拡大されております。特に各指定都市・中核市に

おかれては、上記「５．保育教諭における教員免許更新制の取扱いについて」も踏

まえ、幼保連携型認定こども園に移行する可能性のある域内の保育所等に対して適

切な情報提供がなされるよう御配慮いただきますようお願いいたします。 

 

７．免許状更新講習における選択必修領域の導入について（別添５参照） 

平成２６年９月２６日付け２６文科初第６３０号「教育職員免許法施行規則等の

一部を改正する省令等の公布について（通知）」において連絡しましたとおり、平



成２５年度に開催された「教員免許更新制度の改善に係る検討会議」において免許

状更新講習の見直しを行った結果、必修領域の内容を精選して新たに「選択必修領

域」が追加され、平成２８年４月からは、必修領域、選択必修領域、選択領域の三

つの区分で免許状更新講習が開設されております。 

ただし、平成２８年３月以前に改正前の必修領域（１２時間）を履修し、その認

定を受けた場合、改正後の必修領域及び選択必修領域について、履修認定を受けた

ものとみなす経過措置が設けられていますので、この場合、新たに選択必修領域を

履修する必要はありません。 

各都道府県教育委員会等におかれては、所管の学校、認定こども園、学校法人及

び学校設置会社等に対し、免許状更新講習受講者、特に、平成２８年４月以降の新

たな枠組みで行われる免許状更新講習に受講期間が重なる第７グループ（修了確認

期限が平成２９年３月３１日）及び第８グループ（修了確認期限が平成３０年３月

３１日）の受講者に対してこのことについて周知されるよう指導・助言いただきま

すようお願いいたします。 

 

８．平成２８年（２０１６年）熊本地震に係る教員免許更新制における円滑な手続き

等について 

現職教員が、平成２８年（２０１６年）熊本地震に被災したことにより、免許状

更新講習の全部又は一部の受講が困難となった場合や、被災地域以外の地域におい

ても、現職教員が、教育委員会によって被災地域に派遣されたことにより、免許状

更新講習の全部又は一部の受講が困難となった場合については、免許法施行規則第

６１条の５第２号又は平成２０年改正省令附則第７条第１項第３号に定める「地震、

積雪、洪水その他の自然現象により交通が困難となっている」場合、又は同第６１

条の５第７号又は同附則第７条第１項第７号に定める「免許管理者がやむを得ない

事由として認める事由がある」場合に該当すると考えられるため、申請期限（修了

確認期限又は有効期間の満了の日の２か月前）までに申請することにより、修了確

認期限及び有効期間を延期・延長することが可能となっています。 

なお、この場合において、本人が自ら申請を行うことが困難な場合、学校長（園

長）、市町村教育委員会又は任命権者としての都道府県教育委員会等からの代理申

請により、延期・延長の手続を行うことも可能であると考えられます。 

また、延期・延長後の修了確認期限又は有効期間の満了の日以後もやむを得ない

事由が続くことが見込まれることとなった場合には、更に延期・延長期間の変更を

行うことも考えられますので、各都道府県教育委員会等におかれては、所管する学

校、認定こども園、学校法人及び学校設置会社等に対して、この旨御周知いただき

ますようお願いいたします。 

 



９．現職教員の教員免許状保有状況の情報整備について［各都道府県、各指定都市、

各中核市教育委員会向け］ 

教員免許状の更新手続については、これまで主に旧免許状所持者が対象となって

おりましたが、平成３０年度頃から新免許状所持者による手続が増加します。新免

許状所持者の更新手続時期の確認方法は、旧免許状所持者と異なるため、更新手続

時期を確認・把握することが困難となることが想定されます。 

こうしたことから、教員免許状保有状況の情報を整備し、更新手続時期の確認・

把握を分かりやすくするため、現在、教員免許管理システム運営管理協議会（以下

「協議会」という。）により教員免許管理システム（※）の改修が進められていま

す。この改修によって、免許管理者等が個々の教員ごとの教員免許状保有状況等を

正確に把握できるようになり、免許状更新手続の確実な実施のために必要な情報提

供や指導等が可能となることが期待されています。当該改修を進めるとともに、将

来にわたって教員免許管理システムに蓄積される免許状保有状況の正確性を保つた

めには、各都道府県で現職教員等の免許状所持状況について正確な調査を行う必要

があります。 

このため、都道府県教育委員会におかれては、同調査の実施に当たって、免許事

務担当と学校管理、教員人事等の関係部署等との協力体制を構築するとともに、市

区町村教育委員会等の関係機関とも十分な連携・協力を図るなど、同調査の確実な

実施のための体制の整備について御配慮いただきますようお願いします。また、同

調査の実施にあたり連携・協力等について依頼のあった関係部署及び関係機関にお

かれては、同調査の趣旨について御理解いただき、積極的な連携・協力をお願いい

たします。 

 

※ 教員免許管理システム：免許管理者である４７都道府県教育委員会が「教員免許

管理システム運営管理協議会」を組織し、共同で運営。 

 

 

 

なお、別添７のとおり、免許状更新講習開設者に対しても、同様の事務連絡を送付

しましたので、参考に御確認ください。 

 

今後とも、教員免許更新制に対する御支援と御協力を賜りますよう、よろしくお願

い申し上げます。 
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